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１ はじめに             ・ ・ ● 
                                            
 
学校法人大同学園の責務は、建学の精神に基づき、社会の第一線で活躍し、次代を担う人材を継続的

に輩出することにあります。少子化が進行する中にあっても、本学園は、大学・高校を合わせ、毎年 1,000
名を超える学生・生徒を迎え入れており、一人ひとりを変化の激しい社会においても活躍できる人材へ

と育成し、社会に送り出すという大きな責任があります。 
 

 学園を取り巻く環境は年々厳しさを増しています。日本私立学校振興・共済事業団が公表する「入学

志願者動向調査」によれば、2025年度に入学定員割れとなった私立大学は 53.2％（316 校／594 校）と

なりました。これは、2024 年度の 59.2％（354 校／598 校）からは若干回復したものの、依然として 5

割を超える大学が定員を充足できていない状況にあります。 

これまで我が国の高等教育は、18歳人口が減少する中にあっても、大学進学率の上昇に支えられ、大

学進学者数そのものは一定程度維持されてきました。しかし、文部科学省が示す大学進学者数の将来推

計によれば、2026 年以降は、仮に大学進学率が上昇を続けたとしても、大学進学者数は減少局面に転じ

ることが見込まれています。すなわち、量的拡大に依拠してきた従来の構造は限界を迎えつつあり、大

学が社会から選ばれ続けるためには、教育の質、特色、社会的価値がこれまで以上に厳しく問われる段

階に入ったと言えます。大学淘汰の時代が、いよいよ現実のものとして本格化してきています。 
 
少子化の進行により、私立高校を取り巻く環境も大学と同様に大きく変化しています。そのような状

況下にあって、大同高校の 2025 年度入学生数は 586 名であり、入学定員 480 名を大きく上回る新入生

を迎えることができました。これは、本学園の教育内容や教育環境に対する一定の評価の表れであり、

重要な成果であると捉えています。2026 年度には、高等学校等就学支援金の所得制限が撤廃され、すべ

ての世帯において実質的な授業料無償化が実現します。加えて、体育館の新設をはじめとする教育施設

の充実により、学習環境・学校生活の両面での魅力向上が図られることから、2026 年度以降も安定的に

多くの新入生を迎えることが期待されます。 

一方で、こうした追い風の局面にある今こそ、量的な成果にとどまることなく、学園全体としての価

値創出をいかに高めていくかが問われます。とりわけ、大同高校から大同大学への進学者 100 名の達成

は、高大における教育の接続性と一体性を象徴する重要な目標です。その実現に向けては、高校・大学

がこれまで以上に連携を密にし、教育内容や進路支援の在り方を共有しながら、学園として同じ方向を

向いて改革を進めていく必要があります。 

 
このような環境認識のもと、2025 年度より第 2 期中期計画をスタートさせました。第 2 期中期計画

では、「建学の精神の具現化により、選ばれる学園へ」をビジョンに掲げ、学園・大学・高校がそれぞれ

の役割を再定義しつつ、相互に連携し、教育の質向上、学生・生徒の成長実感の最大化、そして社会か

ら選ばれ続ける学園づくりを目指します。 
2026 年度は、第 2 期中期計画の 2 年目として、掲げた方針を具体的な成果へと結実させる重要な年

度となります。本事業計画は、学園全体の方向性を共有し、教職員一人ひとりが改革の当事者として行

動するための指針として位置づけ、着実かつ力強く諸施策を推進してまいります。 
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第２期中期計画の推進について 

 

２ 事業計画 
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Ⅰ 学生・生徒募集活動  

大学                         

 厳しさを増す入学者確保の現状を踏まえ、入学

定員に占める総合・推薦系比率向上を目指し、推

薦入試制度の見直し検討を進めます。また、大同

高校からの入学者数増加を目指し、1 年次から生

徒・保護者に効果的にアプローチすべく、併設校

限定のイベントを体系的に企画・運営し大学の魅

力を PR します。 
 広報面では、奨学金制度の重心を「入学時」か

ら「在学中」へ移し、在学中の努力・挑戦・成長

を段階的かつ切れ目なく評価する制度に改定し、

「学生を育てる大学」であることを一貫したメッ

セージとして発信します。 

高校                         

中学生の工業科離れが深刻な現状を踏まえ、大

同大学との高大連携によるデジタル人材の育成

プログラムの構築に着手すると共に、工業科のコ

ース再編を進め、工業科入学者 240 名の確保を目

指します。 

Ⅱ 学修者本位の教育/教育の質向上 

大学                    

 教育の質向上の PDCA サイクル確立に向け、大

同大学版【アセスメントチェックシート】および

【点検表】を整備し、S〜D の 5 段階で学修成果

を定量評価する仕組みを構築します。得られたデ

ータに基づき*IR(Institutional Research)活動を

推進し、IR 報告会等を通じて全学で共有するとと

もに、学外へも適切に発信します。 
*IR:データに基づいて教育や経営を改善するための調査・研究 

高校                         

 高校全体のカリキュラムの再編、工業科のコー

ス再編、総合的な探究の時間の在り方について検

討を進めます。 

Ⅲ 研究力強化 

大学                         

 2025 年度に新設した産学・地域連携研究を推

進する枠組みである「研究・社会連携推進ラボ制

度」の運用を本格化させ、実効性を高めます。 
 また、本学の研究活動の対外的アピールの強化

策として、DU リサーチガイドの内容の充実、活

用の拡大を図ります。 

Ⅳ キャリア教育と就職支援・進学支援 

大学                   

体系的なキャリア教育の構築に向け、正課科目

「キャリアデザインⅠ」を 2026 年度後期より開

講します。併せて、2027 年度後期に「キャリアデ

ザインⅡ」を開講予定です。 

高校                     

 企業との連携による探究型のキャリア教育の

推進および高大連携キャリア教育プログラムの

構築に向けて、検討を開始します。 

Ⅴ DX化の推進 

大学・高校共通               

 業務効率化に向けてオンライン決裁システム

の導入について検討を進めます。 

 大学                         

 学内システムの認証基盤を統一し、多要素認証

を導入します。 
 また、学内メールシステムの統合も計画どおり

進めます。 

高校                     

 教員が教育に専念できる環境を整えるために、

DX による教員の業務の自動化・効率化を目指し、
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*RPA(Robotic Process Automation)の導入に向

けた準備を進めます。 
 また併せて、成績管理、授業計画ツールの導入

による授業の DX 化の推進に向けた準備も進めま

す。 
*RPA:パソコン上の定型業務（ルール化された単純作業）をソフ

トウェアロボットで自動化する技術 

Ⅵ 地域連携 

大学                           

 2026 年度より、「ひと・まち・くらしデザイン

センター」を新たに設置し、産業・防災・くらし

をはじめ、地域連携に係わる学内の取り組みを集

約するとともに、地域連携活動の支援を強化しま

す。 

高校                       

 企業による高度な安全教育の提供や、高校での

学びの社会的有用性を実感できるインターンシ

ップなど、地域企業と連携した実学教育を推進す

るため、協力企業の誘致を進めます。 

Ⅶ グローバル化 

大学・高校共通                           

 グローバルな活動を通じた人材育成として、外

国にルーツを持つ子どもたちへの地域ボランテ

ィア活動や留学生との交流を継続的に拡充しま

す。 
 また、高校・大学それぞれで短期留学制度の活

性化を進め、異文化理解を深める学修機会を広げ

ます。 
 さらに、将来的な外国人留学生の受入れ増加の

可能性を見据え、国外の教育機関や国内の日本語

学校との連携強化を進め、国際交流の基盤を段階

的に準備していきます。 
 

Ⅷ 高大連携 

大学・高校共通                           

 大同高校の探究学習の方向性を確立し、高大で

の意見交換を重ねながら大学の支援の在り方を

整理し、将来的に他校への展開にもつながる形で

高大連携探究学習の構築を目指します。 
探究学習プログラム、DX ハイスクールプログ

ラムなどの高大が関わるクロスイベントを通じ

て、高大の教職員、および生徒と学生の顔が見え

る関係の構築を目指します。 
また、高大 7 年一貫教育の構築に向け、理数系

科目の学力水準・学習内容を踏まえた高大接続カ

リキュラムの検討を開始します。 
 

Ⅸ 卒業生との関係強化 

大学・高校共通                      

 サポート企業制度“Daido Supporters!”を設置

し、インターンシップ、探究学習、安全教育等を

はじめとした様々な教育活動において、卒業生が

在籍している企業をはじめ、大同特殊鋼グループ

企業、地元企業などの協力を得て、実社会で求め

られるスキルを学ぶことで、学校から社会へシー

ムレスな人材育成を目指します。   

大学                           

 大学と卒業生の継続的な繋がりを維持し、さら

には卒業生同士のネットワーク確立を目指した

ホームカミングデーを開催します。 
 

高校                           

 校内分掌と同窓会事務局との連携を高めるこ

とで、高校と卒業生のネットワークを強化し、高

校からの情報発信はもちろん、高校が卒業生の近

況を把握できるシステム構築に着手します。 
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Ⅹ 財政基盤の安定と組織ガバナンスの強化 

大学・高校共通                      

【財政基盤の安定】 
健全な財務の維持に向け、18 歳人口の減少や地

政学的リスク、社会経済の動向などを継続的に把

握し、収入・支出へ及ぼす影響を検証することで、

中期収支計画の精度向上に努めます。 
また、補助金収入は、学納金収入に次ぐ重要な

収入源であり、将来の少子化進行を見据えると学

園の収支における重要性は一層増すと予想され

ることから、高校、大学ともに様々な教育改善に

取り組み外部補助金の獲得を目指します。 
第２期中期計画の計画年度内にとどまらず、20

年先を見据えた建物・設備更新計画に基づき、校

舎・設備の予防保全に努め、施設の高寿命化を図

ります。 
【組織ガバナンスの強化】 
 危機管理体制の充実・整備のため、危機対応マ

ニュアルに付随する個別マニュアルの整備に着

手します。 
また、私学法改正に伴い、新たに整備が求めら

れるコンプライアンス体制の構築に向け、理事

会・評議員会・監事会の運用、内部統制の整備・

運用に努めます。 

Ⅺ 学部・学科・教養部の在り方の検討 

大学                           

 今後の大学教育には、専門知識の深化だけでな

く、幅広い視野を持ち、実社会で応用できるスキ

ルを身につけることが求められており、それを実

現するために分野横断的な学びの導入について

継続して検討します。 
 また、今後（2025 年度以降）、学部または学科

の改組再編を行う場合には、大学全体での*基幹

教員制度の導入が必要となるため、基幹教員制度

の導入についても検討を継続します。 
*基幹教員制度：’22.10.1 施行の改正大学設置基準で従来の「専

任教員」に代わって導入された教員制度。基幹教員は、複数の

大学・学部の兼務が可能となり、大学はより柔軟な教育組織を

編成できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            


